
お取引先

良きパートナーシップの構築
カシオは、国内および海外の多くのお取引先からさまざまな資材を調達しています。長期

的かつ発展的な取引を基本に、資材調達方針に基づき、サプライチェーン全体で CSR

活動強化、適正な取引のための取り組みの充実を図っています。

カシオが取り組むCSR調達

カシオは公正で公平な取引のもと、法令遵守、人権・労働・安全・健康への配慮、環境保全、情報セ

キュリティなどの社会的責任をサプライチェーンを通じて遂行するために「資材調達方針」を制定して

います。お取引先のご理解・ご賛同によるパートナーシップ体制の構築により CSR 調達水準のさらな

る向上に取り組んでいます。

■資材調達方針
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お取引先とともに遂行する社会的責任

カシオは、「資材調達方針」をお取引先とともに遂行するために、その指針となる「お取引先さまへ

のお願い」 を制定しています。

日本および海外のお取引先すべてにご賛同をいただき、社会的責任を果たしていきます。

また、定期的なモニタリングの仕組みを導入しており、サプライチェーンでの取り組みをさらに向上

させていきます。

お取引先さまへのお願い 　http://www.casio.co.jp/csr/exchange/exchange01/

遂行指針の共有

カシオは、生産活動の 8 割強を中国・アセアン地区に展開しており、毎年中国華南地区とタイ国に

おいて、資材調達方針説明会を開催しています。

従来は、カシオから事業方針を説明する「一方向コミュニケーション」の場でしたが、2009 年度か

らは、代表取引先に CSR 取り組み事例発表を行っていただくなど、お取引先参加型の「双方向コミュ

ニケーション」の場への転換を図りました。

今後も引き続き、お取引先とカシオが協働で「CSR 遂行水準の向上」を目指していきます 。

資材調達方針説明会 資材調達方針説明会での表彰式

遂行管理の徹底

2007 年度より、日本国内の主要なお取引先に対する企業の社会的責任（CSR) 遂行に関するアンケー

ト調査※を開始しましたが、2009 年度は対象を海外のお取引先まで拡大しました。	

生産活動の 8 割強を占める中国・アセアン地区では、資材調達の現地化も進んでいます。サプラ

イチェーン全体で CSR に取り組む上でも、海外のお取引先の実態を把握する事は重要な課題であり、

2008 年度の日本国内と同じアンケート項目で調査を行いました。	

中国とタイのお取引先 161 社より、アンケートに回答いただき、集計・分析結果とともに、カシオ

が目指す CSR 調達のあるべき姿についての考え方をすべてのお取引先にフィードバックしました。

また、国内の主要なお取引先に対しては、カシオの生産系グループ会社合同でアンケート調査を行い、

278 社から回答をいただきました。

従来は、CSR 遂行項目（39 項目）の実施状況（実施済 / 計画中 / 予定無し）をお聞きする形式でし

たが、2009 年度はお取引先の CSR 遂行に対する「経営方針、推進体制、教育、自社の実態の自己評価」

など、全 340 項目を 5 点法のスコアリングで指標化してお聞きする形式に変更しました。

アンケート結果については、「全お取引先の回答平均値」と「お取引先ごとの回答値」を、一覧表で
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対比した資料を、お取引先ごとにメールでフィードバックしました。

2010 年度のテーマとして、お取引先に対して、現場視察による実態把握を行います。

そのため海外拠点で、ローカルスタッフを中心とした「CSR 推進プロジェクト」を立ち上げました。
※アンケートの項目は（社）電子情報技術産業協会（JEITA）版

「サプライチェーン CSR 推進ガイドブック」に準拠しています。（1）人権・労働　（2）安全衛生　（3）環境　（4）公正取引・倫理　（5）品質・安全性　（6）
情報セキュリティ　（7）社会貢献

■ CSR 展開のステップ

購買方針
の公開

遂行状況
アンケート調査

現場視察による
実態把握

アンケート
結果公開
フィードバック

課題に対する
改善のための
支援

サプライチェーン
全体でCSR調達の
体制構築

お取引先の声

株式会社村田製作所は、カシオ様 の CSR調達に賛同しています。
株式会社村田製作所は、カシオ資材調達方針に賛同し、サプライチェーン実践企業
としてCSR遂行度の向上に積極的に参加しています。
カシオ様が要望されるCSR遂行項目に対応し、その維持に努めています。

株式会社村田製作所　営業
本部　西東京営業所　所長

谷 正博様

下請法遵守の取り組み

カシオは、グループ会社を含めた「下請法遵守委員会」を設置し、常に法令に基づいた適正な取引を

行うよう努めています。

特に、お取引先・委託先の窓口を担当する従業員には、社内講習の受講や監督官庁が主催する講習会

などを通じて、必要な知識の習得を図っています。

2009 年度は、社内講習をグループ全体で 3,615 人が受講、公正取引委員会や中小企業庁が主催す

る講習会へも 59 人が参加し、遵法意識や必要な知識の定着を図りました。また社内講習では、実際の

下請取引の場面を設定し、より具体的に業務と関連付けた学習内容とすることで、一層の理解を図って

います。さらに、中小企業庁からの出前講習もお願いするなど、各部門がさまざまな工夫をしながら理

解の促進を図っています。

この他、官公庁の Web の閲覧・メール配信サービスなどで最新情報を取得し、遵守委員へ直接配信

するとともに、遵守委員会の Web ページに掲載し、グループ内での共有を図っています。

一方、下請取引のある現場では、順次自主監査を行っています。発注から支払いまでの一連の取引に

ついて、保存書面を検査しながら適正な取引・遵守の状況を確認し、問題が発生しないよう努めていま

す。2009 年度は、グループ会社内の下請遵守体制の見直しを行い、適正な下請取引を維持する体制の

効率化を図りました。

今後も引き続き、下請法への理解を深め、遵守水準の一層の向上に向け、体制強化に努めていきます。
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